




（参考１） 郵便事業の収支状況の情報開示に関する規定 2 

○郵便法（昭和22年法律第165号）の規定（抜粋） 
（料金） 
第67条   １～６（略） 
７ 会社は、総務省令で定めるところにより、郵便事業の収支の状況を総務大臣に報告するとともに、公表しなければならない。 

 
（報告をしない等の罪） 
第89条 第67条第７項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした会社の取締役又は執行役は、30万円以下の罰金に処する。 

 
（収支状況を公表しない場合等の過料） 
第91条 第67条第７項の規定による公表をせず、又は虚偽の公表をした会社の取締役又は執行役は、100万円以下の過料に処する。 

○郵便法施行規則（平成15年総務省令第５号）の規定（抜粋） 
（収支状況の報告及び公表） 
第27条 法第六十七条第七項の規定による郵便事業の収支の状況の報告は、毎事業年度終了後四月以内に行うものとする。  
２ 法第六十七条第七項の規定による郵便事業の収支の状況の公表は、前項の報告をした後、遅滞なく、当該報告の内容を記載
した書類を会社の営業所及び事務所に備えて一般の閲覧に供する方法により行うほか、官報への掲載、インターネットの利用そ
の他の適切な方法により行うものとする。  

３ 前項の規定による公表の期間は、当該公表に係る事業年度の翌事業年度の公表を行うまでの間とする。  

○万国郵便条約（平成25年条約第15号）の規定（抜粋） 
第６条 料金 
１ 各種の国際郵便業務及び特別業務に関する料金は、この条約及びその施行規則に定める原則に従い、自国の法令に応じて、
加盟国又はその指定された事業体が定める。これらの料金は、原則として、これらの業務の提供に必要な費用と関係を有するも
のでなければならない。 

２～７ （略） 

○国際郵便約款（平成24年10月 日本郵便株式会社）の規定（抜粋） 
 （国際郵便物） 
第９条 国際郵便物の種類は、通常郵便物、小包郵便物及び国際スピード郵便物（以下「ＥＭＳ郵便物」といいます。）とします。 



（参考２） 平成27年度郵便事業の収支状況 3 

（出典）日本郵便（株）公表資料より 



（参考３） 日本郵便の業務区分別収支の状況 4 

 

○ 日本郵便は、日本郵便株式会社法（平成17年法律第100号）第14条に基づき、業務区分別収支について、毎事業年度、総務大臣に提出・公表。 
○ 具体的には、郵政事業のユニバーサルサービス等の区分（郵便、貯金、保険及びその他）に応じた収支の状況を提出・公表。 

○日本郵便株式会社法（平成17年法律第100号） 
（収支の状況） 
第14条 会社は、総務省令で定めるところにより、毎事業年度の次に掲げる業務の
区分ごとの収支の状況を記載した書類を総務大臣に提出しなければならない。 

 一 第四条第一項第一号及び第六号並びに第二項第一号に掲げる業務並びに
これらに附帯する業務 

 二 第四条第二号及び第三号に掲げる業務並びにこれらに附帯する業務 
 三 第四条第一項第四号及び第五号に掲げる業務並びにこれらに附帯する業務 
 四 前三号に掲げる業務以外の業務 

（情報の公表）  
第18条   （略） 
２   会社は、前項に定めるもののほか、次の各号のいずれかに該当するときは、総
務省令で定めるところにより、その旨を公表しなければならない。  

 一 、二  （略） 
 三 第十四条の規定による提出をしたとき。 
 
○日本郵便株式会社法施行規則（平成19年総務省令第37号） 
（情報の公表）  
第18条  １、２ （略） 
３   法第十八条第二項 の規定による公表は、次の各号に掲げる場合の区分に応
じ、それぞれ当該各号に定める事項について行うものとする。  

 一、二   （略） 
 三  法第十八条第二項第三号に掲げる場合 法第十四条 の規定により提出した

業務の区分ごとの収支の状況を記載した書類及び第十六条第三項に規定す
る書類の内容  

４   （略） 
５   第三項の公表は、（中略）、同項第三号に掲げる場合にあっては、法第十四条
の規定による提出をした後速やかに、公表事項を記載した書類を会社の主たる
営業所及び事務所に備えて一般の閲覧に供する方法により行うほか、官報への
掲載、インターネットの利用その他の適切な方法により行うものとする。 

＜日本郵便㈱公表資料＞ ＜関係条文＞ 


